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令和６年度政府予算編成に関する提案・要望

国にお願いすること国にお願いすること国にお願いすること国にお願いすること

【担当部署】 五條市秘書広報課人材マネジメント室

市町村名 五條市

○平成２６年人事院勧告においても、同じ公務に携わる職員間の納得性の観点を踏まえると、地域手当による地域間給与の調整には一定一定一定一定のののの限界がある限界がある限界がある限界があると記されているところ。こうしたことからも、今後、地域の「地方創生」を担う有能な人材を確保する観点からも、支給地域の決定に当たっては、市町村ごととするのではなく、生活圏や経済圏を考慮し、地域事情に精通し俯瞰的な立場にある都道府県の意見を踏まえて決定する仕組みとするよう要望する。

本市は、生活面・経済面で結びつきが強い県内同一経済圏（東南和圏）内の御所市と和歌山県内経済圏（橋本）内の橋本市に挟まれた形で隣接両市と比較しても都市事情等に差異はないにもかかわらず、本市は地域手当地域手当地域手当地域手当の非支給地の非支給地の非支給地の非支給地となっており、これが行政運営上、多大な影響を及ぼしている

隣接する両市はそれぞれ地域手当の支給地域【御所市３％、橋本市６％】

《五條市HPより》

１ 地域手当の支給割合は、自治体に対してのみならず、保育、介護サービスの従事者に係る報酬にも影響しており、近隣自治体との格差は、多岐の分野において人材の確保に深刻な影響を及ぼしている。２ 若者の「公務員離れ」が進んでおり、本市でも職員のワークライフバランスに配慮した就業環境の改善（長時間労働を是正するための年次有給休暇の取得促進及びテレワークの実現）や、給与面などの処遇を見直すなど意欲向上に取り組んでいるが、それでもなお、地域手当が支給される地域へ人材が流出することから、さらに、住民サービスの低下を招いてしまうこととなる。


